
1 

 

 
 

令和５年３月３日 （令和４(2022)年度第 38号） 

全国保育士会委員ニュース 

 

 

 

 
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

＜ニュースの内容＞ 

◼ 「児童福祉施設における食事の提供ガイド」の改定案に関するパ

ブリックコメントの実施について 

◼ 自由民主党「『こども・若者』輝く未来実現会議」に全保協・奥

村会長が出席（保育三団体協議会） 

◼ 「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う社会福祉法人の運営に

関する取扱いについて（その 7）」が発出されました 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◼ 「児童福祉施設における食事の提供ガイド」の改定案

に関するパブリックコメントの実施について 
  

厚生労働省では、「児童福祉施設における食事の提供ガイド」（平成 22 年 3 月）および

「保育所における食事の提供ガイドライン」（平成 24年 3月）の内容を整理するとともに、

児童福祉施設における食事提供に関する直近の課題等を踏まえて内容を追加・修正し、現

場での活用性をより高めた改定ガイドラインの作成に向けた検討を進めています（児童福

祉施設等における栄養管理や食事の提供の支援に関する調査研究（令和 4 年度子ども・子

育て支援推進調査研究事業）／受託：みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社）。 

この度、『「児童福祉施設における食事の提供ガイド」の改定案（概要）』に対するパブリ

ックコメントが開始されましたのでお知らせいたします。 

➢ 募集期間／令和 5年 2月 24日（金）～令和 4年 3月 9日（木）（必着） 

➢ 改定の内容（抜粋）／ 

  ○現行の児童福祉施設ガイドと保育所ガイドラインとでは、 

・重複する内容が多いこと、 

・一方で、一部の項目で不整合な内容も見られること 

から、児童福祉施設ガイドに、保育所ガイドラインを統合の上、項目を整理し、より

わかりやすい記載となるよう全体の見直しを行う。 

○こどもの食事の「場」は必ずしも施設内にとどまらず多様であることから、名称は

「児童福祉施設等における食事の提供ガイド」とする。 

本ニュースは、全国保育士会委員、顧問、監事、都道府

県・指定都市保育士会事務局に送付しています。 
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○「児童福祉施設等における食事の提供ガイド」の概要としては、下記のとおり。 

１．児童福祉施設における食事の提供のあり方 

児童福祉施設における食事の意義・役割、食事の提供の考え方、食事の提供体

制（食事の提供の形態を含む）に応じた留意事項、自然災害等の非常時への備え

等を提示 

２．児童福祉施設における食事提供の実践 

保育所、乳児院、児童養護施設、障害児施設における食事の提供について、施

設を利用するこどもの特性や施設の体制等に応じた実践例を提示 

○その他所要の改定を行う。 

 

なお、ガイドラインの改定に関する調査研究事業には、本会より笠置英恵副会長が委員

として参画しており、保育所・認定こども園における食育の意義・役割等について、保育

現場の意見を発信しています。 

改正案の概要やこれに対する意見の提出については、下記をご参照ください。 

■「パブリックコメント」トップ > 案件一覧 > 「児童福祉施設における食事の提供ガイド」の

改定案について 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495220418&Mode=0 

 

 

◼ 自由民主党「『こども・若者』輝く未来実現会議」に全保

協・奥村会長が出席（保育三団体協議会） 
  

令和5年2月27日、全保協・奥村尚三会長は、保育三団体協議会として自由民主党「『こ

ども・若者』輝く未来実現会議」に出席しました。 

本会議は、4月 1日の「こども家庭庁」の発足に向け、自由民主党において茂木敏充幹事

長を本部長とする「こども・若者」輝く未来創造本部の下に設置され、こども政策の充実

に向けて議論が行われています。 

冒頭、木原稔座長から、年頭会見において総理が「異次元の少子化対策」について発言

したことに関連し、「6 月の『骨太方針』に向けて 3 月末に政府で少子化対策、子育て支援

について中間的なたたき台を示すということに向けて党の意見をしっかりと集約するなか

で正しい方向を示し、政策を実現していきたい」とあいさつがありました。 

保育三団体協議会では、全保協奥村会長に加え、全国私立保育連盟川下勝利会長、日本

保育協会川鍋慎一常務理事が出席し、下記の内容を提言し、意見交換を行いました。 

【主な提言内容】 

⚫ 公定価格の充実（消費税以外の 0.3 兆円超の財源確保、支援の内容を評価した公定

価格の算定、急激な物価高騰等への対応） 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495220418&Mode=0
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⚫ 配置基準・保育人材の確保・定着（配置基準の見直し、安全・安心な保育の継続に

向けた職場環境の改善、さらなる処遇改善） 

⚫ 人口減少地域における課題 

⚫ 「こども家庭庁」創設にあたって（子どもの声を十分反映するための仕組みの導

入、保育現場の声が届くような配慮） 

意見交換では、出席議員から0.3兆円超の財源の早期実現、配置基準の改善や処遇改善、

保育士等のキャリア形成、保こ幼小の連携、産前からの伴走型支援、保育施設の多機能化、

物価高騰等についての意見が出されました。 

奥村会長からは、保育士等のキャリア形成に関して職員が研修を受けられるような職員

体制の確保の課題と、保育士等が魅力ある職業となるよう労働環境の向上や処遇改善、ま

た、保こ幼小の連携に関して保育現場における小学校との接続の実情等について発言しま

した。 

提言内容の詳細は、別添資料「１」をご参照ください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真右から 2番目：保育議連に出席する奥村会長】 【写真中央 あいさつをする木原稔座長】 

 

 

◼ 「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う社会福祉法

人の運営に関する取扱いについて（その７）」が発出さ

れました 
  

厚生労働省は、令和5年2月28日に事務連絡「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う社

会福祉法人の運営に関する取扱いについて（その７）」を発出しました。 

新型コロナウイルス感染症の影響下における社会福祉法人の運営に関する取扱いについ

ては、令和3年2月12日付け事務連絡などにより示されてきました。本事務連絡は、今般、

「新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更等に関する対応方針について
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（令和5年1月27日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）」により、5月8日より新型コ

ロナウイルス感染症が「5類感染症」に移行することに伴い、今決算期以降の取扱いについ

て示したものです。 

１．理事会及び評議員会の開催について 

○ 開催時期については、法令及び定款の定めによることとし、各種届出書類に係る期限

等に支障がないように留意すること。 

○ ただし、新型コロナウイルス感染症の位置づけの変更に伴う医療提供体制の段階的な

移行に伴い、地域の感染状況等に応じた負担増が考えられることから、開催時期の遵

守ができないやむを得ない事情がある場合には、可能になり次第、速やかに開催する

こと。 

○ テレビ会議等による柔軟な開催手法についても、引き続き活用いただきたいこと。 

２．社会福祉法人が備置き、閲覧又は届出しなければならない書類等について 

○ 法人に備え置き、閲覧の用に供し、又は所轄庁あて届出を行わなければならない書類

等の届出等については、これまでと同様、法令における期限等の規定に従う必要があ

るものであること。 

○ ただし、新型コロナウイルス感染症の位置づけの変更に伴う医療提供体制の段階的な

移行に伴い、地域の感染状況等に応じた負担増が考えられることから、期限の遵守が

できないやむを得ない事情がある場合には、引き続き、当該支障がなくなり次第、で

きる限り速やかに履行すること。 

３．所轄庁が行う社会福祉法人に対する指導監査について 

○ 所轄庁が行う社会福祉法人に対する一般監査については、3箇年に1回の実施周期を原

則として実施するものであること。 

○ ただし、新型コロナウイルス感染症の位置づけの変更に伴う医療提供体制の段階的な

移行の影響も踏まえつつ、その実施時期については、引き続き丁寧な調整を図るとと

もに、書面及びリモートによる手法を一部取り入れ、これと実地による確認を組み合

わせて行うことは可能であることから、手法の柔軟化についても適切に図られたいこ

と。 

○ また、「１」及び「２」において、やむを得ず開催時期や期限の遵守がされていない

法人の指導監査を行うにあたっては、柔軟に対応すること。 

 

詳細は別添資料「２」をご覧ください。 

 


